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本研究では機関リポジトリへの論文登録がその論文の被引用数と電子ジャーナルのアクセス数に
与える影響を明らかにするために，『Zoological Science』掲載論文を2つの機関リポジトリに登録し，
被引用数と電子ジャーナルアクセス数への影響を観察する実験を行った．実験は2008-2010年にか
け行い，実験前後の機関リポジトリ登録論文の電子ジャーナルアクセス数，被引用数の変化を，登録
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しなかった論文と比較した．また，機関リポジトリ登録論文の利用状況を分析するとともに，機関リポ
ジトリ利用者と電子ジャーナル利用者をIPアドレスに基づき比較した．その結果，機関リポジトリへの
登録により電子ジャーナルアクセス数が減ることはなく，新たな利用者を獲得できていた．しかし論文
の被引用数を増やす効果はなかった．機関リポジトリ利用者の多くが動物学研究者ではなく，他分
野の研究者や一般市民であったためと考えられる． 
 
To evaluate how the deposition of journal articles in Institutional Repositories (IRs) affects the 
number of citations and e-journal usage, we placed some articles published in Zoological Science in 
two Japanese IRs and collected their usage data in IRs and e-journals, as well as with the number of 
resulting citations. The experiment period was 2008-2010 and we compared the number of e-journal 
usage and citations of articles deposited in IRs before and after the experiment with those were not. In 
addition, we analyzed users’ behaviour in IRs and compared user groups in IRs with those in 
e-journals based on users’ IP addresses. The results revealed that deposition in IRs did not reduce 
e-journal usage. Moreover, whereas the journals gained new readers, this did not have an effect on the 
number of citations because most of new readers may be not researchers in Zoology but those in other 
fields or lay people. 
 
キーワード：オープンアクセス，機関リポジトリ，アクセスログ分析，引用分析，学術出版 
Open Access, Institutional Repository, Usage Log Analysis, Citation Analysis, Scholarly Publishing 
 
1 はじめに 
 本研究では日本動物学会発行の雑誌
『Zoological Science』掲載論文を日本の 2つ
の機関リポジトリに登録し，登録後の利用状
況と登録前後の被引用数，電子ジャーナルサ
イトでのアクセス数の推移を観察，分析した．
その目的は機関リポジトリへの登録によっ
て学術論文をオープンアクセス（OA）にす
ることが，論文の被引用数および電子ジャー
ナルサイト上でのアクセス数に与える影響
について検証することである． 
 
1.1 OA と機関リポジトリ 
 OA を巡る運動の契機となった Budapest 
Open Access Initiative（BOAI）によれば，OA
とは「研究者が原稿料を受け取ることを期待
せず公開している文献」について，「あらゆ
る合法的な目的のために，インターネットに
アクセスできることそれ自体を除く経済的，
法的，技術的な障壁なく文献を利用できるよ
うにすること」である[1]．その背景には 1990
年代における，物理学分野のプレプリント・
アーカイブである e-print archive（現在の
arXiv.org）の開設と成功，学術雑誌の価格高
騰問題に対抗するためのアメリカ研究図書
館協会（Association of Research Libraries: ARL）
による SPARC プロジェクト等の複数の潮流
が存在する[2]．それらが 2001年にブダペス
トで開催された会議によってOAという一つ
の運動に集約された[3]．倉田はこれら諸活動
の基調には，「現在の商業出版社や学会によ
って刊行されている学術雑誌論文の流通，利
用の仕方を根本的に変革していきたいとい
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う理念」があったと指摘している[4]．すなわ
ち，既存の学術文献流通のあり方に限界を感
じ，インターネット等の新技術を応用してそ
の限界を打破したい，という意識が OAを生
み出したと言える．具体的な OAの実現方法
として，BOAIでは著者自身が論文をインタ
ーネット上の電子アーカイブで公開するセ
ルフアーカイブと，購読料以外の手段で出版
費用を賄う（そのため読者は対価を支払うこ
となく論文を利用できる）オープンアクセス
雑誌（OA雑誌）の二つの道を指摘している．
このうち，セルフアーカイブを行う場の一つ
が機関リポジトリである． 
 機関リポジトリとは，「大学とその構成員
が創造したデジタル資料の管理や発信を行
うために，大学がそのコミュニティの構成員
に提供する一連のサービス」である[5]．2001
年頃に米国で始まった試みであり，日本でも
2003 年に千葉大学で初のリポジトリが設置
されたのを嚆矢とし，2005 年以降は国立情
報学研究所による支援事業の影響もあり，数
を増してきた．BOAIではセルフアーカイブ
の場となる電子アーカイブは，分散していて
もサーチエンジン等で文献をまとめて検索
できるよう，Open Archives Initiative (OAI)規
格を採用している必要があるとしている．機
関リポジトリはその当初から OAI 規格に則
って構築されてきており，そのためセルフア
ーカイブ実現の場としてOA運動の中で期待
を集めてきた．2011年 5月現在，世界で 1,612
件[6]，日本国内では 180 件[7]の機関リポジ
トリが存在している． 
 
1.2 OA と被引用数の関係 
 OA運動の中で議論が盛んなトピックの一
つに，「論文を OAにすることによって，OA
ではない場合よりも被引用数が増えるか？」
がある．OAの前提には前述の通り，既存の
学術雑誌論文流通の限界に対する意識があ
る．1994 年に「転覆計画」と呼ばれる公開
メーリングリストへの投稿を通じ，OA運動
の契機の一つを作ったとされる Harnad はこ
れを，研究成果の発表を望む者は「自身の業
績とその（極めて少数の）想定読者の間に値
札という障壁を築くことを許容する，ファウ
スト的契約」を結ばざるを得ない，と表現し
ている[8]．学術雑誌の価格が研究者にとって
障壁となり，自身の意図する全ての読者に業
績を伝えられない，というわけである．それ
によって自身の論文が読まれ，引用される機
会が失われているのかも知れない．もしそう
であるとするならば，文献を OA化し，誰で
も利用できるようにすれば，文献流通が健全
化し，OAにしない場合よりも引用される機
会も増えるはずである．このような OAによ
って被引用数が増える（あるいは，OAにし
ないことで引用される機会を失っている）と
いう考えを OAによる Citation Advantage（被
引用増効果）という． 
 被引用増効果の存在を初めて指摘したの
は 2001年の Lawrenceによる研究である[9]．
以来，OAの被引用増効果に関しては多くの
検証がなされてきた．しかし用いる手法や対
象とする分野等によって結果は異なってお
り，被引用増効果の有無について現在のとこ
ろ結論は出ていない．さらに，従来の被引用
増効果の検証は arXiv等の主題別リポジトリ
に登録された場合や，有料電子ジャーナルサ
イト上で一部の論文のみOAとした場合の効
果を検証するものがほとんどであり，機関リ
ポジトリによる被引用増効果を検証したも
のは少ない．しかし研究者の日常的な情報行
動の中に位置づけられている主題別リポジ
トリや電子ジャーナルサイトにおけるOAと，
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未だそこまでには至っていない機関リポジ
トリによる OAでは，効果は異なることが考
えられる． 
 
1.3 セルフアーカイブと電子ジャーナルアク
セス数の関係 
 OA，中でもセルフアーカイブに関するも
う一つの重要なトピックに，「論文をセルフ
アーカイブすると電子ジャーナルサイトで
の当該論文のアクセス数が減るか？」がある． 
これは特に出版者の間で懸念されている
問題である[10]．単純に考えれば，電子ジャ
ーナルサイト以外でも論文を読むことがで
きるにようになれば，その分だけ電子ジャー
ナルへのアクセス数は減ると予想される．ア
クセス数の多寡は大学図書館が購読キャン
セルを決定するときに重視される要因の一
つであるため，そうなれば購読キャンセルが
増え，出版者のビジネスモデルに悪影響を与
えるのではないか，と言うのである．電子ジ
ャーナルを持たない雑誌においても同様に，
学会誌の売上減少の懸念から論文の電子無
料公開に踏み切れない，とする学会出版者の
存在が報告されている[11]． 
OAの被引用増効果に比べ，セルフアーカ
イブによる電子ジャーナルアクセス数への
影響についてはあまり検証されていないが，
主題別リポジトリの影響について研究した
例においては，実際に電子ジャーナルへのア
クセス数が減っていたことが報告されてい
る[12]．しかしながらここでも機関リポジト
リの場合についての研究はなされていない． 
 
1.4 機関リポジトリの利用者層とは 
 1.2 節，1.3 節で見てきた二つのトピック，
すなわちOAの被引用増効果の有無とセルフ
アーカイブによる電子ジャーナルアクセス
数の影響の有無は，「OA化された論文の利用
者層とは？」という一つの問題の異なる側面
を見たものであると言える．すなわち，OA
の被引用増効果とは「OAによって現在，購
読版の雑誌を利用できていないような読者
を新たに獲得することができる」ということ
であり，OAによる電子ジャーナルアクセス
減とは「OAによって現在，購読版の雑誌を
利用している読者が奪われてしまう」という
ことである．言い換えれば，OAは新たな読
者を獲得するのか，それとも既存の読者が
OA版に移るだけか，ということになる． 
これを機関リポジトリに当てはめるなら
ば，「機関リポジトリに論文を登録すること
で，従来とは異なる新たな読者を獲得できる
か，従来の雑誌サイトから機関リポジトリに
読者が移るだけか」ということになる．しか
しながら機関リポジトリはOA運動の中で大
きな役割を期待されているにも関わらず，機
関リポジトリの利用者について，このような
観点からの研究はこれまで行われていない． 
そこで本研究では機関リポジトリによる
OAが論文の被引用数と電子ジャーナルアク
セス数に与える影響を，利用者層の詳細な分
析と合わせて明らかにすることを目的に実
証実験を行った．以下，第 2章では関連研究
を概観し，それに基づき第 3章では本研究で
用いる手法とその妥当性について述べる．第
4章では分析結果を説明し，第 5章ではその
結果に基づき機関リポジトリ登録により得
られた読者について検討する．第 6章では研
究全体をまとめ，結論と今後の課題を述べる． 
 
2 関連研究 
2.1 OAの被引用増効果の検証 
 「はじめに」でも述べた通り，OAによる
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被引用増効果の存在を初めて指摘したのは
2001 年に『Nature』に掲載された Lawrence
の研究である．Lawrenceはコンピュータサイ
エンスおよび関連分野の会議録収録論文
119,924 件を対象に，被引用数を分析し，被
引用数の多い論文ほどオンラインで自由に
利用できる割合が高いこと，オンラインで自
由に利用できる論文とそうでない論文の平
均被引用数の間には 157%の差があることを
示した[9]． 
以来，OAの被引用増効果については対象
とする分野や雑誌，手法を変えた多数の研究
が行われている．2010年に OAの被引用増効
果に関する 2001-2010 年の 31 の研究をレビ
ューした Swanによれば，そのうち被引用増
効果があるとするものは 27 本，ないとした
ものは 4 本であった[13]．同じく 2010 年に
OAの被引用増効果に関する研究をまとめた
Wagnerによる解題書誌では，5本のレビュー
論文と 46 本の個別研究例が取り上げられて
いる．それら 46 本の個別研究文献中，被引
用増効果があるとしたものは 39 本，被引用
増効果はない，あるいは OAが要因ではない
としたものは 7本であった[14]．このように，
OAになっている論文とそうでない論文の被
引用数を単純に比較した場合には，OAであ
る文献の方が多い傾向がある，と言える． 
しかしこれはOAと被引用数の相関に関す
る検証であり，OAであることが被引用増を
もたらす要因であると断定するには更なる
検証を要する．被引用増効果の要因について
整理した 2005年の Kurtzらの研究によれば，
OA論文の方が被引用数が多くなる要因とし
て以下の 3 つの仮説が挙げられている[15]
（各仮説の呼称の日本語訳については三根
を参照した[16]）． 
 
(1) OA であることそれ自体が被引用数を増
加させる効果を持つ（Open Access，OA仮
説） 
(2) OA論文の中にはプレプリントの形で，雑
誌論文として出版される以前から公開さ
れているものがある．このような論文は
雑誌掲載時に初めて公開された論文に比
べて早期から引用される機会が得られる
ため，被引用数が増える（Early Access，
早期アクセス仮説） 
(3) 著者自身が，より重要で，より引用され
る機会が多いと考えられる論文を選んで
OAにしているため，被引用数に差が生じ
る（Self-Selection bias，自己選別仮説） 
 
Kurtz らはこれらの 3 要因について検証し
た結果，早期アクセスと自己選別の効果は確
認されたものの，OA効果は確認できなかっ
たとしている．以降，OAの被引用増効果に
関する研究においてはこれら 3 仮説のいず
れが被引用増効果をもたらしているかが焦
点になっている． 
さらにこれら 3つの要因の他にも，OA論
文に共通しているなんらかの要因がOA自体
と無関係に被引用数と関係している可能性
がある．例えば共著者数が多い論文ほど，そ
れぞれの著者がセルフアーカイブする可能
性があるためOAになる割合が高いと考えら
れるが，同じく一般に共著者数の多い論文は
引用される機会も多いため，結果として OA
論文の方が被引用数が多く見える，という可
能性がWagnerによって指摘されている[14]． 
早期アクセス，自己選別による効果やその
他の要因と独立にOA自体に被引用増効果が
あるか否かは議論が割れている．OA自体の
被引用増効果はない，とする研究の近年の代
表例としてはDavisらによる一連の論文があ
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る[17][18][19]．Davis は電子ジャーナルサイ
トで公開される論文の一部をランダムに選
んで OA化し，その被引用数とアクセス数を
他の論文と比較・分析する実験を複数の雑誌
を対象に行なっている．OAになるか否かは
著者が選ぶのではなくランダムに決定され
るため自己選別効果や他の要因とは関わり
がなく，電子ジャーナルサイト上での OAな
ので早期アクセス効果も働かない．結果から，
OA化によって論文のアクセス数は増えたも
のの被引用数はOA化しなかった論文と差が
なかった，としている． 
一方，OAであること自体に被引用増効果
があるとする近年の研究としては，Gargouri
らによる論文がある[20]．Gargouri らは論文
のセルフアーカイブが義務化された 4 つの
研究機関の機関リポジトリ登録論文と，義務
化がなされていない（自発的にセルフアーカ
イブされたと考えられる）OA 論文，OA 化
されていない論文について，掲載雑誌と発行
年を揃えた上で被引用数を比較している．セ
ルフアーカイブが義務化されている機関で
は著者に選択の余地がないため自己選別が
働かず，これと自発的にセルフアーカイブさ
れた論文を比較すれば自己選別効果の有無
が検証される．分析の結果から，非 OA論文
とOA論文の間では被引用数に差がある一方，
セルフアーカイブが義務化された機関の論
文と自発的にセルフアーカイブされた論文
の間では差がなかったこと，また共著者数や
著者の所属国等の要因とは独立にOA自体に
よる被引用増効果が確認されたことから，自
己選別仮説を否定し，OAには被引用増効果
があると結論づけている． 
このように議論が盛んな一方で，これまで
に機関リポジトリ登録の被引用増効果を研
究した例は Gargouri ら以外には見受けられ
ない．しかし「はじめに」でも述べた通り，
主題別リポジトリや電子ジャーナルサイト
でのOAと機関リポジトリによるOAでは研
究者に対する効果は異なることが予想され
る．また，機関リポジトリの場合は登録の前
後で（OA化される前後で）被引用数がどう
変化したか，という観点から被引用増効果を
測ることもできる．登録後に被引用数の傾向
が変化したのであればなんらかの効果があ
ったことが考えられるが，そのような観点か
らの分析もこれまで行われてはいない． 
 
2.2 OA と電子ジャーナルアクセス数 
電子ジャーナルアクセス数について考え
る場合，電子ジャーナルサイト上でのOAと，
セルフアーカイブなど電子ジャーナル以外
の場での OAでは大きく意味が異なる．電子
ジャーナルサイト上での OAでは，OA化し
た場合も利用は全て電子ジャーナルサイト
に集約される．Nicholas ら[21]や Davis ら
[17][18][19]の研究によれば，このようなサイ
ト上でのOA化は電子ジャーナルアクセス数
を増やす効果があることがわかっている． 
一方，セルフアーカイブの場合は電子ジャ
ーナルサイトの利用者がセルフアーカイブ
先サイトに奪われる可能性が指摘されてい
る[10]．実際，高エネルギー物理学分野の研
究者行動を調査した Gentil-Becotらによれば，
同分野の論文データベース SPIRESの検索結
果画面において，電子ジャーナル版と主題別
リポジトリである arXiv版の双方へのリンク
が表示された場合，利用者の 82%は arXiv版
を利用し，電子ジャーナル版を用いるのは
18%にとどまったとされている[22]．また，
数学分野の論文 2,765 本を対象に，arXiv に
登録されたものとされていないものの電子
ジャーナルサイトアクセス数を比較した
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Davisらによれば，arXivに登録されている論
文はされていないものに比べてアクセス数
が平均 23%少なかった[12]．このように，
arXiv への登録は電子ジャーナルへのアクセ
ス数を減らす効果があることがわかってい
る． 
しかし，ここでも機関リポジトリの影響に
ついての研究は見受けられない．arXiv のよ
うに，当該分野内で既に確固たる役割を築い
ている場でのセルフアーカイブと機関リポ
ジトリにおけるセルフアーカイブでは異な
る効果があると考えられるが，その検証は行
われていない． 
 
2.3 機関リポジトリの利用者分析 
 機関リポジトリの利用者層については，機
関リポジトリの数が増え，登録論文数が増え
るにつれて近年，盛んに研究が行われている．
それらの研究から，大学・研究機関からのア
クセスの他に，民間プロバイダドメインから
のアクセスが多いこと[23][24]，利用者の多
くはサーチエンジンの検索結果画面からア
クセスしてきていること[23][24][25][26][27] 
[28]，その一方で CiNii等の学術論文データ
ベースからも多数のアクセスがあること[27] 
[29]などがわかっている．しかし，これらの
機関リポジトリ登録論文の利用者層と，電子
ジャーナルサイトの利用者層を直接・間接に
比較した研究はこれまで行われていない． 
 
3 研究方法 
 本研究では日本動物学会の協力の下，同学
会が発行する雑誌『Zoological Science』掲載
論文を北海道大学学術成果コレクション
（HUSCAP），京都大学学術情報リポジトリ
（KURENAI）の 2 つの機関リポジトリに登
録し，登録後の機関リポジトリでの利用状況
を分析するとともに，登録前後の被引用数・
電子ジャーナルアクセス数の推移を登録し
なかった論文と比較した．以下，分析対象論
文，実験概要，分析方法について述べる． 
 
3.1 分析対象論文 
 『Zoological Science』は 1984年に創刊され
た査読付英文誌であり，年間 12 号発行され
る．動物学（Zoology）分野を広く対象とし，
2009年のインパクトファクターは0.821であ
った．1998 年から 2009 年までは J-STAGE，
2008年からはBioOne.2（2008-2009年は両方）
の 2 つの電子ジャーナルサイトから提供さ
れていた（2010年からは BioOne.2に一本化
し，J-STAGE からの提供は終了した）．ただ
しそれぞれ全巻号が提供されているわけで
はなく，提供範囲は J-STAGEでは 15～23巻
（1998-2006年発行分），BioOne.2では 14巻
以降（1997年以降発行分）である． 
 本研究ではこの『Zoological Science』掲載
論文のうち，北海道大学・京都大学に所属す
る著者の論文で，著者の許諾が得られたもの
を，それぞれの機関リポジトリに登録した．
許諾は論文単位で得るのではなく，著者単位
で実験への協力を依頼し，許諾が得られたそ
の著者の論文をすべて登録している．著者が
登録論文を選択しないことから，前述の自己
選別効果を回避できると考えられる．また，
『Zoological Science』では論文発行後 1年間
のエンバーゴ（セルフアーカイブ猶予期間）
が設定されている．本研究でもこれを遵守す
る．実験は 2008 年から開始したため，対象
文献は 2007 年以前に出版されたものとなる．
既に雑誌論文として発行され，電子ジャーナ
ルサイトでも公開して 1 年以上経過したも
のを機関リポジトリに登録することになり， 
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図 1 実験の概要 
 
早期アクセス効果は発生しないことになる． 
最終的に機関リポジトリで登録・公開した
分析対象論文数は 171 件（うち 88 件が
HUSCAP，83件が KURENAIでの公開）であ
った．次節ではこれらの論文を用いた実験の
概要について述べる． 
 
3.2 実験概要 
図 1 は本研究の実験概要を示したもので
ある．実験ではまず，北海道大学・京都大学
の研究者による『Zoological Science』掲載論
文のうち，許諾が得られたものをそれぞれの
リポジトリに登録する．なお，北海道大学の
HUSCAPには実験開始以前から 17件の論文
が登録されており，これらも本研究では機関
リポジトリ登録文献として扱う．それ以外の
論文はすべて 2008 年中に登録作業を行った．
登録実施時期は表 1 の通りである．登録後，
一定期間ごとに各リポジトリのアクセスロ
グの提供を受け，登録論文の利用状況の分析
を行う．分析対象論文の登録を 2008 年中に
行ったため，本稿では 2008-2009年のアクセ
スログを取得・分析した． 
表 1 分析対象論文の機関リポジトリ登録時期 
登録実施時期 
 HUSCAP 
（北海道大学） 
KURENAI 
（京都大学） 
合計 
2007年以前 17 0 17 
2008年 5月 70 0 70 
2008年 6月 0 51 51 
2008年 8月 0 32 32 
2008年 10月 1 0 1 
合計 88 83 171 
  
 『Zoological Science』掲載論文の被引用数
については，創刊から 2010 年末までの全論
文（この中には機関リポジトリ非登録論文も
含む）の被引用数データをトムソン・ロイタ
ー社の『Science Citation Index（SCI）』から取
得した．このデータに基づき，登録論文につ
いて登録前後の被引用数の変化を見るとと
もに，非登録論文との比較も行う． 
 電子ジャーナルアクセス数については
J-STAGE，BioOne.2それぞれサイト運営者か
ら提供を受けた．J-STAGEについては提供さ
れていた全論文の 2006-2009年分のアクセス
ログの提供を受けた．このうち機関リポジト
リに登録したものについては登録前後の
J-STAGE でのアクセス数の変化を見るとと
もに，非登録論文との比較も行った．
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BioOne.2 についてはサイト運営者の規約の
ため，アクセスログそのものの提供は受けら
れず，2009 年分の各論文のアクセス回数の
み提供された．そのため機関リポジトリ登録
前後の比較は行えず，登録論文と非登録論文
の 2009 年中のアクセス数の比較のみ行った． 
 各比較を行う際には必要に応じ，著者の所
属（北海道大学・京都大学所属者に限定），
出版年（登録・非登録で揃える）を限定した． 
 
3.3 分析方法 
 3.2 の実験で取得したデータをもとに，以
下の 4種類の分析を行った． 
 
3.3.1 機関リポジトリ登録論文の利用状況 
 機関リポジトリ登録論文について，アクセ
スログから登録後の機関リポジトリ上での
アクセス数，アクセス方法，アクセス元（日
本からのアクセスか，海外からのアクセスか
／利用者の所属機関ドメイン）を分析する．
アクセスログとは web サーバの動作を記録
したものであり，アクセス元の IP アドレス
（機器を特定する識別番号），アクセスのあ
った日時，アクセス先のファイル名，レファ
ラ（そのページにアクセスする直前に閲覧し
ていたページの URL）等が含まれる． 
分析対象とするアクセスログは文献本文
ファイルへのアクセスとし，メタデータのみ
表示した場合等，文献本文を閲覧していない
アクセスは本研究では文献の利用とは捉え
ず，分析から除外する．また，本文ファイル
へのアクセスの中にはサーチエンジンのク
ローラや同一人物からの連続したアクセス
等，ノイズとなるアクセスが含まれているた
め，これらを取り除くフィルタリングが必要
である．機関リポジトリにおけるアクセスロ
グのフィルタリングについては COUNTER 
code of practice (2008)[30]に基づく手法を佐
藤義則が提案しており[31]，本研究でもこの
方法を採用しフィルタリングを行った後に
分析を行う． 
 アクセス方法についてはレファラから特
定する．アクセス元の地域は利用者の IP ア
ドレスに基づき，フリーソフトウェアである
GeoLite country[32]を用いて特定する．アク
セス元の所属機関ドメインも同様に，IPアド
レスに基づいて特定する． 
 
3.3.2 機関リポジトリ利用者と電子ジャーナ
ル利用者，引用論文著者の比較 
 機関リポジトリ登録論文について，機関リ
ポジトリ，J-STAGE のアクセスログおよび
SCIデータに基づき利用者（SCIの場合は引
用論文の著者）所属国別のアクセス数・被引
用数を算出し，比較する．利用者所属国は
J-STAGE ではアクセスログ中に記録されて
おり，SCIデータも同様である．機関リポジ
トリについては 3.3.1で IPアドレスから特定
したアクセス元地域データを利用する． 
 さらに機関リポジトリと J-STAGE につい
ては，IPアドレスに基づいて利用者の重複状
況を比較する． 
 
3.3.3 機関リポジトリ登録が被引用数に与
える影響 
 機関リポジトリ登録論文，非登録論文の被
引用状況について，実験開始前／後をそれぞ
れ比較する．結果から，機関リポジトリ登録
により被引用数の傾向が変化したかを確認
する． 
 
3.3.4 機関リポジトリ登録が電子ジャーナル
アクセス数に与える影響 
 BioOne.2の 2009年分の利用統計データか
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ら，機関リポジトリ登録論文と非登録論文の
アクセス数を比較する． 
 また，J-STAGEの 2006-2009年のアクセス
ログデータに基づき，機関リポジトリ登録論
文と非登録論文の 2006-2007年のアクセス数
と 2008-2009年のアクセス数をそれぞれ比較
するとともに，実験開始前／後のアクセス数
の推移を分析する．結果から，機関リポジト
リ登録によってアクセス数の傾向に変化が
あったかを確認する． 
 なお，BioOne.2，J-STAGEともに機関リポ
ジトリのアクセスログ分析と同様に，文献本
文へのアクセスのみ分析対象とする． 
 
 機関リポジトリ登録が被引用数あるいは
電子ジャーナルアクセス数に与える影響の
分析については，機関リポジトリ登録後だけ
ではなく，登録以前（OA化する前）からの
傾向を継続して確認する．これにより，機関
リポジトリ登録論文の被引用数や電子ジャ
ーナルアクセス数にもともと特徴がある場
合（機関リポジトリ登録以前から非登録論文
とは異なる傾向を持つ場合）と，機関リポジ
トリへの登録によって生まれた影響を区別
できる．そのため，OA以外に被引用増の要
因がある場合が排除でき，3.1 節で触れた通
り実験デザイン上早期アクセス効果と自己
選別効果の影響も排除されているため，実
験・分析全体を通じ機関リポジトリ登録によ
るOAそのものの影響を検証できると言える． 
 
4 分析結果 
 本章では分析結果について，3.3 節で示し
た分析の枠組みに沿って説明する．まず 4.1
節で機関リポジトリ登録論文の利用状況の
概要をアクセスログ分析結果から確認する．
4.2 節では機関リポジトリと電子ジャーナル
利用者，『Zoological Science』掲載論文を引用
した著者の重複状況について，その所属国か
ら分析するとともに，機関リポジトリと
J-STAGE 利用者については IP アドレスを直
接比較し重複の度合いを明らかにする．4.3
節，4.4 節では実験開始前／後の比較から，
機関リポジトリ登録が論文の被引用数，電子
ジャーナルアクセス数に与える影響をそれ
ぞれ明らかにする． 
 
4.1 機関リポジトリ登録論文の利用状況の
概要 
 
表 2 機関リポジトリ登録論文のアクセス概況 
（N = 171） 
 
2008年 2009年 合計 
平均値 29.0  29.5  58.6  
中央値 21.0  22.0  44.0  
標準偏差 31.3  31.7  56.4  
*値は小数点以下第 2位で四捨五入． 
  
表 2は機関リポジトリに登録した 171件の
論文について，2008-2009 年の機関リポジト
リ上でのアクセス状況を示したものである．
2008-2009年の 2年間で，機関リポジトリに
登録した『Zoological Science』掲載論文は平
均して 58.6回，中央値でも 44.0 回，機関リ
ポジトリ上でアクセスされている．後述する
が，同一期間中のこれらの論文の J-STAGE
でのアクセス回数は平均 50.1 回，中央値で
45.0回であり，機関リポジトリでのアクセス
数は電子ジャーナルサイトでのアクセス数
に匹敵する値となっている． 
表 3 はこれらの機関リポジトリにアクセ
スした利用者が，どのような手段で機関リポ
ジトリ掲載論文にアクセスしたかを示した
ものである．「直接アクセス」とは URLを直
接打ち込んだり，webページ以外のファイル 
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  表 3 機関リポジトリ登録論文へのアクセス方法（N = 171） 
  
  
2008年 2009年 合計 
アクセス数 % アクセス数 % アクセス数 % 
直接アクセス 1,129  22.7 718  14.2 1,847  18.4 
リポジトリ内から 447  9.0 565  11.2 1,012  10.1 
サーチエンジン 3,259  65.7 3,324  65.8 6,583  65.7 
他のページから 128  2.6 446  8.8 574  5.7 
合計 4,963  - 5,053  - 10,016  - 
*アクセス方法がアクセスログから特定できなかった場合については合計値から除去している． 
 
表 4 機関リポジトリ登録論文への国内／海外別アクセス数（N = 171） 
  
  
2008年 2009年 合計 
アクセス数 % アクセス数 % アクセス数 % 
国内から 665  13.5 747  14.9 1,412  14.2 
海外から 4,270  86.5 4,254  85.1 8,524  85.8 
合計 4,935  - 5,001  - 9,936  - 
*アクセス元地域がアクセスログから特定できなかった場合については合計値から除去している． 
 
表 5 機関リポジトリ登録論文への所属機関別アクセス数（N = 171） 
  
  
2008年 2009年 合計 
アクセス数 % アクセス数 % アクセス数 % 
大学・研究機関等（edu，ac ドメイン） 524 24.6 499 23.9 1,023 24.2 
企業等（com, co ドメイン） 512 24.0 404 19.3 916 21.7 
民間プロバイダ（net, ne ドメイン） 1,095 51.4 1,185 56.8 2,280 54.0 
合計 2,131 - 2,088 - 4,219 - 
*所属機関がアクセスログから特定できなかった場合については合計値から除去している． 
 
からのリンクをたどって機関リポジトリ登
録論文の本文にアクセスした場合である．
「リポジトリ内から」とは機関リポジトリソ
フトの検索機能を用いたり，ブラウジングに
よって登録論文の本文を発見した場合であ
り，「サーチエンジン」とはサーチエンジン
の検索結果から登録論文本文へのリンクを
クリックした場合，「他のページから」とは
これら以外の web ページからのリンクをク
リックした場合である．表から，2008-2009
年を通じて機関リポジトリに登録した
『Zoological Science』掲載論文へのアクセス
の約 66%はサーチエンジンの検索結果画面
からリンクをクリックしたものである．2.3
節で触れたとおり，機関リポジトリへのアク
セスの大部分はサーチエンジンによって論
文を発見した場合であることが知られてい
るが，本研究の分析対象論文においてもこの
傾向は共通であったと言える． 
また，表 4は機関リポジトリ登録論文の国
内／海外別のアクセス概況を示したもので
ある．2008-2009年を通じ，アクセスの約 86%
は海外の利用者によるものである．
『Zoological Science』は英文雑誌であり，掲
載論文はすべて英語で書かれている．佐藤ら
の先行研究によれば日本の機関リポジトリ
に登録された論文であっても，英語で書かれ
たものの利用者は主に海外からアクセスし
ている[24][33]．本研究の分析対象論文にお
いてもこの傾向は共通であったと言える． 
さらに表 5 は利用者の所属機関の傾向に
ついて，アクセス元のドメインから示した 
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表 6 2008-2009年の機関リポジトリ登録論文の機関リポジトリでの利用者，J-STAGEでの利用者，引
用論文著者の所属する国・地域 
機関リポジトリ（N = 171） J-STAGE (N = 126) 引用論文著者 (N = 171) 
国・地域 アクセス数 国・地域 アクセス数 国・地域 引用著者数 
EU 1,611  日本 2,052  日本 393  
アメリカ 1,521  EU 1,315  EU 206  
日本 1,261  中国 998  アメリカ 182  
インド 543  アメリカ 851  カナダ 58  
中国 419  インドネシア 386  中国 53  
タイ 222  インド 287  台湾 29  
マレーシア 220  タイ 190  韓国 25  
イラン 215  韓国 184  アルゼンチン 23  
インドネシア 200  台湾 182  オーストラリア 21  
台湾 197  ロシア 149  マレーシア 17  
カナダ 185  カナダ 96  ロシア 15  
ロシア 173  ブラジル 87  スイス 11  
オーストラリア 160  イラン 73  インド 10  
韓国 154  オーストラリア 56  イスラエル 8  
トルコ 130  メキリコ 46  タイ 8  
ブラジル 119  マレーシア 41  ノルウェー 7  
ベトナム 114  チリ 36  ベトナム 7  
フィリピン 113  南アフリカ 32  ブラジル 6  
メキシコ 100  アルゼンチン 30  ハンガリー 6  
エジプト 87  トルコ 30  メキシコ 5  
その他 734  その他 180  その他 27  
合計 8,478  合計 7,301  合計 1,117  
*機関リポジトリ，J-STAGEについてはアクセス元地域がアクセスログから特定できなかった場合に
ついては合計値から除去している．また，J-STAGEのアクセスログ中で EU圏がまとめて記録されて
いたため，比較のため他についても EU圏をまとめて計算している． 
*引用論文著者数はのべ人数である（1論文に複数人の著者がいる場合，それぞれの所属を 1件として
計算している）． 
 
ものである．アクセスログから所属機関が特
定できたアクセスのうち，大学または研究機
関ドメインからのものは 25%未満にとどま
っている．多くのアクセスは個人宅等，民間
プロバイダからのアクセスであり，半数を越
えている．機関リポジトリにおいては民間プ
ロバイダドメインからのアクセスが多いこ
とも 2.3節で示した通り先行研究でしばしば
指摘されており，本研究の分析対象論文にお
いても同様であったと言える． 
 
4.2 機関リポジトリ利用者と電子ジャーナル
利用者，引用論文著者の比較 
表 6は機関リポジトリ登録論文について，
J-STAGEでの利用者，引用論文の著者（その
論文を引用した論文の著者）が所属する国・
地域上位 20 位をそれぞれ示したものである．
機関リポジトリに登録されている論文に限
定した場合を見たものであり，J-STAGE利用
者，引用論文著者については『Zoological 
Science』掲載論文のうち機関リポジトリに登
録されていない論文の利用者・引用論文著者
は分析から除外している． 
表から，J-STAGE利用者，引用論文著者の
中で最も多いのは日本人あるいは日本在住
者であり，次いで EUからのアクセスまたは
引用が多い．第 3 位以降は J-STAGE 利用者
と引用論文著者で異なる傾向を示している． 
 これに対し，機関リポジトリでの利用者で
最も多いのは EUからのアクセスである．次
いでアメリカからのアクセスが多い．日本か
らのアクセスは第 3位にとどまっており，
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J-STAGEでの利用者や当該論文を引用した
著者とは大きく異なる傾向を示している．
『Zoological Science』は日本の学会が発行す
る雑誌であり，学会員，掲載論文著者ともに
日本人が多い．その日常的な読者も日本人が
多いと考えられ，J-STAGE利用者や引用論文
著の中に日本人・日本在住者が多いのはこれ
を反映していると考えられる．一方，同じ論
文の機関リポジトリ利用者に海外在住者が
多いことは，機関リポジトリ利用者が既存の，
『Zoological Science』を電子ジャーナルサイ
トで論文を読んだり，読んだ論文を引用して
新たな論文を執筆したりするような読者層
とは異なることを示唆している． 
 機関リポジトリと J-STAGEについてはと
もにアクセスログ中に利用者の IPアドレス
が記録されており，その重複の程度を見るこ
とで利用者層の重なりをより明確に知るこ
とができる．表 7は機関リポジトリ登録論文
について，IPアドレスに基づき機関リポジト
リと J-STAGEの利用者の重複状況を示した
ものである．4.1節で触れたとおり分析対象
論文の機関リポジトリでのアクセス数と
J-STAGEでのアクセス数の平均値は大きく
変わらないが，ユニーク利用者数は機関リポ
ジトリの方が J-STAGEの 3倍近くになって
いる．電子ジャーナルサイトである J-STAGE
には固定した利用者層がいるのに対し，機関
リポジトリでは少ない回数しかアクセスし
ない多くの利用者が存在することが伺える． 
 これらユニーク利用者のうち，機関リポジ
トリ，J-STAGEの双方にアクセスしている者
は機関リポジトリ利用者の 5.4%（C/A），
J-STAGE利用者の 14.8%（C/B）にとどまる．
多くの利用者は機関リポジトリか J-STAGE
の一方しかアクセスしておらず，利用者の重
複は少ないと言える． 
表 7 機関リポジトリ登録論文の機関リポジトリ
と J-STAGEの利用者重複状況 
利用者種別 利用者数 
機関リポジトリのユニーク利用者（A） 7,655  
J-STAGEのユニーク利用者（B) 2,797 
A・Bに重複して出現するユーザ（C) 414 
 
表 8 機関リポジトリと J-STAGE収録 ZS論文全
体の利用者重複状況 
利用者種別 利用者数 
機関リポジトリのユニーク利用者（A） 7,655  
J-STAGEのユニーク利用者（D) 23,708 
A・Dに重複して出現する利用者（E) 1,092 
 
 ただし表 7は機関リポジトリ登録論文に
限定して見た場合である．J-STAGEには機関
リポジトリに登録されていない『Zoological 
Science』掲載論文も多く収録されている．表
8はこれら機関リポジトリ非登録論文も含む，
J-STAGEでのユニーク利用者全体と機関リ
ポジトリユニーク利用者の重複状況を見た
ものである．表 7および表 8より，機関リポ
ジトリに登録されていない論文については
J-STAGE収録論文を用いつつ，機関リポジト
リ登録されているものについては J-STAGE
収録論文を利用しない者は 678名（E-C）で，
利用者全体（7,655名）からすれば 10%未満
（8.9%）にとどまる．分析範囲を J-STAGE
全体に広げた場合でも機関リポジトリと
J-STAGEの利用者層は 4.6%（E/D）あるいは
14.3%（E/A）しか重複していない．機関リポ
ジトリでの利用者は，既存の電子ジャーナル
サイト等の利用者層とは異なることがより
明確に示された． 
 
4.3機関リポジトリ登録が被引用数に与える
影響 
表 9 は機関リポジトリ登録／非登録論文
の，実験開始前（2007 年以前）と実験開始
後（2008-2010 年）の被引用数の状況を示し
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たものである． 3.1 節で触れたとおり
『Zoological Science』には 1年間のエンバー
ゴが設定されているため，本研究の実験で登
録した論文は全て 2007 年以前に出版されて
おり，うちほとんどは 2006 年以前に出版さ
れたものである．また，機関リポジトリ登録
論文は全て北海道大学または京都大学（ある
いは両方）の著者が執筆したものである．出
版年や著者の所属は被引用数に影響を与え
うる要因であり，非登録論文についても登録
論文に揃える必要があると考え，2006 年以
前に出版された，北海道大学または京都大学
に属する著者が書いた論文に限定して分析
している．また，実験開始以前から HUSCAP
に登録されていた一部の論文については，分
析期間を揃えるため分析から除いた． 
表 9から，実験開始前／後ともに登録論文
群の方が被引用数の平均値・中央値ともに高
い．Mann-Whitneyの U検定を行った結果，
両者の差は有意水準 5%で有意であった．機
関リポジトリ登録論文は非登録論文よりも
有意に被引用数が多いと言えるが，これは実
験開始前からの傾向である．機関リポジトリ
登録によって被引用数が顕著に増加する等
の傾向はなく，この結果を見る限り機関リポ
ジトリへの登録に被引用増効果があるとは
言えない． 
 
4.4 機関リポジトリ登録が電子ジャーナルア
クセス数に与える影響 
表 10 は機関リポジトリ登録／非登録論文
の，2009年の BioOne.2でのアクセス状況を
示したものである．また，表 11 は同じく機
関リポジトリ登録論文／非登録論文の，実験
開始前／後 2 年ずつの J-STAGE でのアクセ
ス状況を示したものである．なお，被引用数
の分析同様，分析対象は 2006 年以前に出版
された，著者の中に北海道大学・京都大学所
属者が含まれる論文に限定している．また，
分析期間を揃えるため，2007 年以前に機関
リポジトリに登録されていた論文について
は分析から除外している．表 9までと表 10，
表 11 で分析の母数が異なるのは，J-STAGE
と BioOne.2は『Zoological Science』掲載論文
の一部しか収録しておらず，さらに収録論文
の範囲がそれぞれ異なるためである． 
 
表 9 実験開始前／後の被引用数の状況（開始前は出版から実験開始までの全期間，開始後は 2008-2010
年の 3年間合計の論文ごとの被引用数の平均値，中央値，標準偏差） 
  
  
2007年以前（実験開始前） 2008-2010年（実験開始後） 
登録（N = 143） 非登録（N = 256） 登録（N = 143） 非登録（N = 256） 
平均値 8.5 8.3 2.9 2.3 
中央値 6.0 4.0 2.0 1.0 
標準偏差 8.2 12.0 3.4 3.4 
* 値は小数点以下第 2位で四捨五入． 
 
表 10 2009年の BioOne.2でのアクセス状況（論文ごとの 1年間合計アクセス数の平均値，中央値，
標準偏差） 
 
登録（N = 107） 非登録（N = 156） 
平均値 45.7 47.9 
中央値 32.0 34.0 
標準偏差 43.9 45.6 
* 値は小数点以下第 2位で四捨五入． 
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表 11 実感開始前後 2年の J-STAGEでのアクセス状況（論文ごとの 2年間合計アクセス数の平均値，
中央値，標準偏差．2006年以前出版／北海道大学・京都大学の著者による論文に限定） 
  
  
2006-2007年（実験開始前） 2008-2009年（実験開始後） 
登録（N = 99） 非登録（N = 140） 登録（N = 99） 非登録（N = 140） 
平均値 70.9  61.4 50.1 55.9 
中央値 49.0  39.0 45.0  40.5 
標準偏差 82.5 81.1 32.5  83.9 
* 値は小数点以下第 2位で四捨五入． 
 
 
図 2 機関リポジトリ登録・非登録論文の J-STAGEでの月別平均アクセス数の推移 
 
表 10から，BioOne.2でのアクセス状況に
ついては，アクセス数の平均値，中央値とも
機関リポジトリ登録／非登録論文の間で大
きな差はない．やや非登録論文の方が平均値，
中央値とも高いものの，Mann-Whitney の U
検定を行った結果，両者の差は有意水準 5%
で非有意であった．ただし前述のとおり，
BioOne.2については 2009年分のアクセス数
データしか入手できず，機関リポジトリ登録
前後のアクセス状況の変化は確認できない． 
一方，J-STAGEについては実験開始前／後
のアクセスログデータが得られており，機関
リポジトリ登録によるアクセス状況の変化
を見ることができる．表 11 から，実験開始
前（2006-2007 年）は登録論文の方が非登録
論文に比べアクセス数の平均値が高かった
のに対し，開始後（2008-2009 年）は登録論
文の方が非登録論文よりも平均値が低くな
っている．ただし中央値はいずれも機関リポ
ジトリ登録論文の方が高い．さらに
Mann-Whitneyの U検定を行った結果，機関
リポジトリ登録論文／非登録論文間の
J-STAGE でのアクセス数は実験開始前／後
ともに有意水準 5%で非有意であった． 
実験開始前／後の J-STAGE アクセス数の
変化をより詳細に確認するために，表 11 に
示した論文群の 2006-2009年の月別平均アク
セス数の推移を図 2に示す．図 2より，機関
リポジトリ登録論文／非登録論文の
J-STAGEでの月別平均アクセス数の推移は 
0.0 
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10.0 
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実験開始前（2007 年以前）と開始後（2008
年以降）でほとんど変わらない（表 1に示し
たとおり登録実施時期は 2008年 5-10月であ
るが，それ以後とそれ以前でも大きな傾向の
変化はない）．ただし，2007年（実験開始前）・
2008年（開始後）ともに 11月に平均アクセ
ス数が急増しており，その際 2007 年には登
録論文の方がアクセス数が多かったのに対
し，2008 年は非登録論文のみアクセス数が
急増している．このアクセス数急増の詳細は
不明であるが，中央値で見ると大きな変化は
なく，一部の論文のみ頻繁にアクセスされた
影響と考えられる．いわば例外的なアクセス
増と言えるものであり，これが表 11 に示し
た実験開始前／後での登録論文・非登録論文
の平均アクセス数の逆転につながっている．
そのため，2年間の平均アクセス数をまとめ
てみると機関リポジトリ登録によって
J-STAGE でのアクセス数が減ったようにも
見えるが，実際には図 2のとおり実験開始前
／後で J-STAGE アクセス数の推移の傾向に
大きな変化はない． 
以上の BioOne，J-STAGE でのアクセス数
の分析から，ともに機関リポジトリ登録はア
クセス数に影響を及ぼさなかったと言える． 
 
5 考察 
 本研究では機関リポジトリによるOAが論
文の被引用数・電子ジャーナルアクセス数に
与える影響を，機関リポジトリ登録論文の利
用者層の問題と捉え，『Zoological Science』掲
載論文の機関リポジトリ登録実験を通じ明
らかにすることを試みた．実験と得られたデ
ータの分析の結果，機関リポジトリ登録論文
はサーチエンジンを通じ，電子ジャーナルサ
イトでのアクセス数に匹敵するだけの新た
なアクセスを獲得していた．しかし被引用数
は登録しなかった場合と比べ増加しておら
ず，電子ジャーナルサイトでのアクセス数も
非登録論文に比べ大きく変化していなかっ
た． 
 1.4 節で述べたように，機関リポジトリ登
録によって被引用数が増えるか／電子ジャ
ーナルアクセス数が減るか，という問題の中
心は，「機関リポジトリに論文を登録するこ
とで，従来とは異なる新たな読者を獲得でき
るか，従来の雑誌サイトから機関リポジトリ
に読者が移るだけか」という点にある．4.2
節で見たように，機関リポジトリ利用者と電
子ジャーナル利用者，引用論文著者の比較の
結果，機関リポジトリを通じ論文にアクセス
する利用者は従来の電子ジャーナルサイト
利用者とは異なる層であり，既存の読者が移
動したわけではなかった．電子ジャーナルサ
イトの利用者は機関リポジトリで論文が公
開されたあとでも電子ジャーナルサイトを
利用しており，そのため電子ジャーナルアク
セス数は変化しなかったと言える．機関リポ
ジトリへの登録によって，「従来とは異なる
新たな読者」を獲得できたのである． 
 電子ジャーナルサイト利用者が機関リポ
ジトリに移行しなかった理由としては，研究
者の論文の発見方法の特徴が挙げられる．学
術図書館研究委員会（SCREAL）が 2007 年
に国公私立大学等の研究者を対象に行った
電子ジャーナル利用に関する調査によれば，
回答者が最近読んだ論文の発見手段として
最も多いのは「索引／抄録データベースの検
索」（27.5%），次いで「機関購読の電子版雑
誌」（23.5%）であり，サーチエンジンによる
発見は 6.5%と少なかった．さらに生物学分
野に限定した場合は「索引／抄録データベー
スの検索」が 45.7%，「機関購読の電子版雑
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誌」が 25.4%に増加し，サーチエンジンは
5.4%に減少する[34]．機関リポジトリの利用
方法で最も多いのはサーチエンジンによる
発見であるが，研究者は専ら電子ジャーナル
のブラウジングと専門のデータベースを使
って日常の論文探索を行っており，サーチエ
ンジンはあまり用いていないと言える．さら
に同調査によれば，生物学分野の研究者が最
も用いるデータベースは PubMed（回答者の
79.8%が「よく使う」サービスとして選択），
次いで Web of Science（40.4%），Medline
（28.9%）と続くが，これらはいずれも分析
対象機関リポジトリとの連携機能はない．機
関リポジトリ登録論文を発見できる Google 
Scholarや CiNiiを「よく使う」とした研究者
はそれぞれ 19.9%，8.3%であった．このよう
に，現時点で研究者の日常的な論文探索の中
ではまず電子ジャーナルサイト上の論文が
発見・利用されており，その中で利用できる
限りにおいては機関リポジトリ登録論文が
用いられることはない．そのため，機関リポ
ジトリに論文を登録しても既存の読者は電
子ジャーナルサイトから離れなかったのだ
と考えられる．逆に読者が専らサーチエンジ
ンを使うような分野であれば異なる結果と
なった可能性もある． 
 しかしこのように電子ジャーナル利用者
を減らすことなく，新たな利用者を獲得した
にも関わらず，被引用数が増えることはなか
った．これは「OAによって現在，購読版の
雑誌を利用できていないような読者を新た
に獲得することができる」ことが被引用数の
増加に結びつく，という OAの被引用増効果
の前提に問題があったためと考えられる．も
ちろん研究者に限らず誰でも論文を引用し
新たな文章を執筆することは（少なくとも理
論上は）できるが，本研究で用いた Science 
Citation Index において被引用数として計測
されるような，専門的な学術雑誌に論文を投
稿・掲載できるのは専門領域の研究者に限ら
れる．その雑誌が属する領域内の研究者に，
既に十分に論文が行き渡っているとするな
らば，新たに獲得される読者とは専門領域外
の，被引用数増加につながるような論文を執
筆しない読者である．実際，本研究において
も機関リポジトリ利用者のほとんどはサー
チエンジンを通じ，1度だけ論文にアクセス
する者であり，所属機関の分析からも民間プ
ロバイダドメインからのアクセスが多く，当
該分野を専門に扱う研究者が主であるとは
考えにくい．領域外の研究者か，それ以上に
研究者以外の市民が多いと考えられる．
『Zoological Science』が扱う動物学は新種記
載等，専門領域の研究者以外にも比較的馴染
みやすいと考えられる分野であり，それがイ
ンターネット上で誰でもアクセスできるよ
うになったことで，従来にはない多くの利用
を得ることにつながったと言える．彼らは自
ら Science Citation Indexに収録されるジャー
ナルに論文を執筆し『Zoological Science』収
録論文を引用することもなければ，自身が同
誌に投稿することもない． 
短期的に見れば，このような読者の確保は
研究者にとっても出版者にとっても利益が
ないようにも思われる．しかし学会出版にお
ける重要な役割の一つはその学会による研
究成果を社会に還元することであり，研究者
以外の読者にまで成果を伝える機会は本来，
得難いものである．研究者までもが OA版に
移り電子ジャーナル利用が減る，といった悪
影響がないのであれば，積極的に推進しても
損はないだろう．それによって市民の間で動
物学への興味が広がり，研究の裾野が広がれ
ば，将来的には研究領域人口の拡大にもつな
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がりうると考えられる． 
 
6 結論と今後の課題 
 本研究の結果，機関リポジトリ登録論文は
サーチエンジンを介し，電子ジャーナルに匹
敵するだけの利用を得ていること，機関リポ
ジトリへの登録は被引用数増加にはつなが
らないが，電子ジャーナルアクセス数を減ら
すこともないことが示された．これは機関リ
ポジトリ登録が従来にはない，新規の利用者
を獲得する一方で，その多くが専門領域の研
究者以外の人々であったためである． 
 今後の課題として，本研究は『Zoological 
Science』に限定した実験に基づくものであり，
結果がどこまで一般化できるか検討する必
要がある．『Zoological Science』は 1年間のエ
ンバーゴ付きの雑誌であり，かつ本研究の実
験は掲載論文の一部のみを機関リポジトリ
に登録して行った．発行直後から，全ての論
文を機関リポジトリに登録した場合には電
子ジャーナルアクセス数により顕著な影響
が出ることも考えられるし，そのような場合
にはアクセス数と関係なく購読が打ち切ら
れる可能性もある．一方，被引用数への影響
についても，比較的安価な学会誌であり主だ
った読者には行き渡っていると考えられる
『Zoological Science』と，より高価な商業誌
や，創刊から年月が浅く読者の開拓が必要で
あるような雑誌の場合では異なる結果が得
られる可能性がある．さらに言えば
『Zoological Science』での結果はあくまで動
物学分野のものであり，他領域については別
に検討を要する．今後は他に協力誌を募る等
して，これらの一般化可能性についても検討
していきたいと考えている． 
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